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１ 令和４年度当初予算案規模

○当初予算（一般会計）

○予算内訳（費目別内訳）

令和４年度土木部当初予算案額 １，８１９億４，０６４万５千円
・前年度土木部当初予算額 １，７３３億１，６１５万３千円に対し、８６億２，４４９万２千円の増、
対前年度比１０５．０％

・令和４年度県当初予算案額 １兆２，６７６億７７百万円に対する土木部当初予算案額の
構成比率は１４．４％（令和３年度：１３．８％）

予算案額 対前年度比（差額） 対前年度比（率）

復興・創生事業

公共事業費 ３１２億２，６４３万３千円 ９８億１，１６３万５千円 １４５．８％

一般公共事業費 １１億８，８９０万 円 △１２億６，０８８万２千円 ４８．５％

県単公共事業費 ３００億３，７５３万３千円 １１０億７，２５１万７千円 １５８．４％

一般事業費 １９億９，０７６万１千円 △１億２，７５５万４千円 ９４．０％

計 ３３２億１，７１９万４千円 ９６億８，４０８万１千円 １４１．２％

通常事業

公共事業費 １，２７８億４，２９７万９千円 ２，２３１万６千円 １００．０％

一般公共事業費 ４０５億８，６８０万４千円 △６１億 ８４８万７千円 ８６．９％

県単公共事業費 ３９４億７，１７７万１千円 △４億３，００９万７千円 ９８．９％

維持補修費 ４７７億８，４４０万４千円 ６５億６，０９０万 円 １１５．９％

一般事業費 １２６億３，００３万３千円 △８億７，８７４万２千円 ９３．５％

義務的経費 ８２億５，０４３万９千円 △２億 ３１６万３千円 ９７．６％

計 １，４８７億２，３４５万１千円 △１０億５，９５８万９千円 ９９．３％

復興・創生事業＋通常事業

公共事業費 １，５９０億６，９４１万２千円 ９８億３，３９５万１千円 １０６．６％

一般公共事業費 ４１７億７，５７０万４千円 △７３億６，９３６万９千円 ８５．０％

県単公共事業費 ６９５億 ９３０万４千円 １０６億４，２４２万 円 １１８．１％

維持補修費 ４７７億８，４４０万４千円 ６５億６，０９０万 円 １１５．９％

一般事業費 １４６億２，０７９万４千円 △１０億 ６２９万６千円 ９３．６％

義務的経費 ８２億５，０４３万９千円 △２億 ３１６万３千円 ９７．６％

合 計 １，８１９億４，０６４万５千円 ８６億２，４４９万２千円 １０５．０％

復興・創生事業では、事業の進展見込みにより増となっており、通常事業では、令和
元年東日本台風等により被災した公共土木施設の復旧事業等の進捗に伴い、減となっ
ています。
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平成23（2011）年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震とそれに伴う大津
波による災害、東京電力福島第一原子力発電所事故による災害を踏まえ、土木部
においては、国・市町村等と連携しながら被災地の復旧・復興に全力で取り組み、
総合的な防災力の高い復興まちづくり、復興公営住宅の整備等による居住の安定
確保、地域連携道路やふくしま復興再生道路等の整備による県内ネットワークの
強化等、復興の歩みを着実に進めてきました。
一方で、未だ約３万４千人の方が県内外で避難を続けている等、本県の復興は

途上にあります。
また、地球規模の気候変動による影響が深刻さを増し、自然災害が激甚化、頻

発化しており、令和元年東日本台風などにより本県も大きな被害が発生しました。
さらに、新型コロナウイルス感染症が世界的にまん延する等、私たちは、これ

までに経験したことのない危機的事象に直面しています。
このような背景から、新たな課題や時代潮流に対応し、30年後のありたい姿を

実現するため、令和３（2021）年10月に策定された福島県総合計画を具現化する
ための部門別計画として、計画期間を令和４（2022）年度から令和12（2030）年
度までの９年間とした「福島県土木・建築総合計画」を令和３（2021）年12月に
策定しました。
土木部においては、「安全・安心、豊かさを次代につなぐ県土づくり」を基本

目標に、７つの目標と14の施策を設定し、本県建設行政をしっかりと推進してい
きます。

「福島県土木・建築総合計画」の基本目標の実現に向けて、「震災復興」、「水
災害に強い県土」等の７つの目標について重点的に取り組みます。
（１）震災復興

○避難解除区域等の復興や、住民の帰還・移住の促進を図る「ふくしま復
興再生道路」等の整備を進めます。

○東日本大震災の犠牲者への追悼と鎮魂、震災の記憶と教訓の伝承、復興
への強い意志の発信等を目的とした福島県復興祈念公園の整備を進めま
す。

○双葉町からの要請による帰還者向け災害公営住宅等の代行整備を進めま
す。

（２）水災害に強い県土
○令和元年東日本台風災害による被害を踏まえ、「福島県緊急水災害対策
プロジェクト」に基づき、公共土木施設の災害復旧、再度災害防止のた
めの改良復旧事業、土砂災害危険箇所の対策工事等を集中的に実施する
とともに、住民の的確な避難判断に役立つ危機管理型水位計や河川監視
カメラの増設等、ハード・ソフトが一体となった対策を進めます。

○気候変動の影響や社会状況の変化を踏まえ、あらゆる関係者により流域
全体で取り組む流域治水を推進します。

２ ポイント

１ 基本方針

（１）震災復興
①東日本大震災からの復興

（２）水災害に強い県土
②治水対策の推進

（３）安全・安心
③自然災害対策の推進
④地震対策・耐震化の推進
⑤老朽化対策・適切な維持管理
⑥交通安全対策・過疎・中山間地域の交通対策

（４）地方創生・にぎわい創出・健康
⑦移住・定住、二地域居住、空き家対策の推進
⑧快適な都市空間の形成
⑨良質な住環境の整備

（５）環境・再生可能エネルギー
⑩脱炭素社会、循環型社会、自然共生社会形成の推進

（６）産業振興
⑪広域道路ネットワークの整備
⑫地域道路ネットワークの整備
⑬港の整備

（７）持続可能な建設産業
⑭DX推進等による建設産業の環境改善

７つの目標と１４の施策

２ 令和４年度 当初予算編成方針
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（３）安全・安心

○近年、頻発している大規模な自然災害から、県民の生命と財産を守り、
安全で安心できる生活環境を確保していくため、道路ネットワークの機
能強化など、防災・減災、国土強靱化の取組を一層推進します。

○誰もが安全で快適に利用できるよう、歩道や交通安全施設の整備を進め
ます。

○県民の安全・安心で快適な居住環境を確保するため、県営住宅等の長寿
命化や民間住宅・建築物の耐震化を進めます。

○中長期的視点に立った予防保全の考え方に基づく老朽化対策を計画的に
推進します。

○効果的な河道掘削や伐木の実施による河川環境の保全、除雪・防雪対策
など、適切な維持管理に努めます。

（４）地方創生・にぎわい創出・健康
○すべての人に安らぎや潤いを与える緑豊かな都市公園の利活用を推進し
ます。

○人口減少対策の一環として、県外からの移住者等が行う空き家改修や住
宅取得を支援するなど、移住・定住を促進します。

○都市の安全で円滑な交通と潤いのある快適な歩行空間を確保するため、
街路の整備を推進するとともに、歴史や伝統、文化などの特性をいかし
た地域づくりを支援するため、市町村や地域団体等と連携し、交流の場
の創出など、賑わいづくりを進めます。

○既存の公共土木施設や建築物を活用し、公共事業の理解促進や魅力向上
を図ります。

（５）環境・再生可能エネルギー
○環境に配慮した公共土木施設や建築物の整備を進めます。
○2050年のカーボンニュートラル実現に向け、小名浜港における次世代エ
ネルギー受入環境の整備や脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化などを
推進するため、カーボンニュートラルポート（ＣＮＰ）形成計画を策定
します。

（６）産業振興
○７つの地域相互や県外との連携・交流を強化し、産業の活性化や観光振
興などにより県土の活力を高めるため、会津縦貫道などの基幹的な道路
の整備を進めます。

○健康づくりと地域の観光振興を図るため、ソフト・ハードの両面から自
転車の活用促進を図ります。

○小名浜港・相馬港において、国内外の物流拠点としての整備を進めます。
（７）持続可能な建設産業

○ＩＣＴ活用工事の拡大等により、生産性向上、品質確保、安全性の向上
を図ります。

○産学官が連携し、企業の経営力強化の支援、担い手の確保・育成に取り
組むとともに、建設産業が地域の守り手としての役割を持続的に担うこ
とのできる環境づくりに取り組みます。

○工事現場等での新型感染症対策を徹底します。
○工事現場における遠隔臨場やリモート環境による業務打合せなど、デジ
タル技術を積極的に活用し、工事施工の円滑化と公共土木施設の品質確
保に努めます。

○デジタル技術を活用できる人材育成やデジタル技術の活用支援に取り組
みます。
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資料番号
（右下の番号）

1

2

3

4

5

6

◆交付金事業（道路）
 　（再生・復興）、
   帰還環境整備交付金
   事業 （道路）
　 による道路整備

【道路整備課】

令和４年度の事業運営方針に基づく主要事業を整理しています。

主な事業内容 R4当初 R3当初 新規 事業名（取組）

◆公共災害復旧事業
　 （再生・復興）
　 による河川堤防の整備、
　 公共災害復旧事業
　 （再生・復興）
　 による海岸堤防の整備

【河川整備課】

（１）震災復興

復興・創生を支援する道路整備
　東日本大震災等を踏まえ、災害に強い道路ネット
ワークの構築を実現するため、浜通りと中通りを結ぶ道
路や津波被災地のまちづくり等を支援する道路の整備
を推進する。

20,443 11,686

621

帰還困難区域の河川・海岸堤防等の復旧・整備
　津波や高潮・波浪の河川遡上（逆流）による浸水被害
の軽減・防止を図る。
　東日本大震災により津波被害を受けた沿岸地域のま
ちづくりと整合を図りながら、海岸堤防を整備し、津波・
高潮に強いまちづくりを推進する。

860 1,805

◆復興祈念公園整備事業、
　 震災伝承活動推進事業

【まちづくり推進課】
【土木企画課】

避難者・帰還者向け災害公営住宅等の整備
　原子力災害により、長期避難を余儀なくされている
方々の居住の安定を確保するため、復興公営住宅を
整備する。また、双葉駅西側地区の特定復興再生拠
点区域内に、町営の帰還者向け災害公営住宅及び新
規転入者向けの福島再生賃貸住宅を、県が代行で整
備する。

8,632 6,646

◆復興公営住宅整備促進
　 事業、
　 帰還者向け災害公営
　 住宅等整備促進事業

【建築住宅課】

復興祈念公園の整備等
　東日本大震災の犠牲者への追悼と鎮魂、震災の
記憶と教訓の伝承、復興への強い意志の発信等を
目的とした復興祈念公園を整備する。
　東日本大震災の風評払拭・風化防止、防災力の
向上、被災地の活性化、県民の防災意識を醸成す
るため、震災の教訓等に関する伝承活動を行う。

961

（２）水災害に強い県土

防災・減災、国土強靱化に向けた総合的な
治水対策
　激甚化・頻発化する水災害に備え、ハード・ソフト一
体となった総合的な治水対策を実施するとともに、集
水域から氾濫域にわたるあらゆる関係者で「流域治水」
を推進する。

19,209 19,175

◆補助事業（河川）、
　 交付金事業（河川）、
　 河川海岸改良事業、
　 交付金事業（ダム）
　 など 

【河川整備課】

防災・減災、国土強靱化に向けた総合的な
土砂災害対策
　土砂災害から生命・財産を守るため、ハード対策とソ
フト対策が一体となった総合的な土砂災害対策を推進
する。

1,715 1,964

◆補助事業（砂防）、
　 交付金事業（砂防）
　
【砂防課】

３ 令和４年度土木部主要事業
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（単位　百万円）

資料番号
（右下の番号）

7

8

9

10

11

12

13

14

主な事業内容 R4当初 R3当初 新規 事業名（取組）

公共土木施設等の災害復旧
　令和３年福島県沖地震等により被災した道路、橋
梁、河川など公共土木施設の機能回復を図り、県民の
安全で安心できる生活環境を確保する。

3,583 14,897

再度災害防止に向けた改良復旧等の対応
　甚大な被害を受けた河川等において、堤防整備や
河道掘削、土砂災害防止施設の整備を集中的に実施
し、再度災害防止を図る。

8,905 6,456

200

◆公共災害復旧事業

【道路管理課】
【河川整備課】

◆河川災害関連費、
　 河川災害復旧助成費、
　 交付金事業 （砂防）

【河川整備課】
【砂防課】

◆河川海岸調査事業、
　 河川海岸改良事業、
　 河川海岸維持管理事業

【河川計画課】
【河川整備課】

洪水被害を軽減する千五沢ダム再開発事業の
推進
　社川圏域の治水能力を向上させるため、千五沢ダム
に洪水調節機能を付加する。

823 594
◆補助事業（ダム）

【河川整備課】

令和元年東日本台風対応を踏まえたソフト対策の推
進
　令和元年東日本台風対応での課題などを抽出、検
証し本県のソフト対策の見直しを行ったうえで、実効性
のある対策を実施する。

193

◆補助事業（道路）、
　 交付金事業（道路）、
　 交付金事業（公園）

【道路整備課】
【まちづくり推進課】

防災・減災、国土強靱化に向けた道路の機能強化
　道路施設において、激甚化・頻発化する自然災害に
対応するため、防災・減災対策を推進する。

5,026 1,032

◆補助事業（道路）、
　 補助事業（街路）
　 など

【道路管理課】
【道路整備課】
【まちづくり推進課】

すべての人にやさしい快適で安全・安心な
生活空間の創出
　誰もが安全で快適に通行できる歩行空間を整備す
る。
　また、公園施設における予防保全を図るため、長寿
命化計画に基づき、老朽化施設の計画的な更新を実
施する。

1,981 2,813

民間の大規模建築物等の耐震改修の促進
　耐震診断が義務付けられた不特定多数の者が利用
する大規模建築物や災害時の避難所等となる防災拠
点建築物等の耐震化を促進するため、事業者が行う
耐震診断・改修へ補助金を交付する市に対し、補助す
る。

92 14

26

◆福島県建築物耐震化
　 促進事業

【建築指導課】

◆木造住宅等耐震化支援
　 事業

【建築指導課】

安全安心ふくしまの家づくりの推進
　災害に強く安全・安心なまちづくりを推進するため、
木造住宅の耐震診断、耐震改修等及びブロック塀の
耐震改修等に取り組む市町村に対し、補助する。

27

（３）安全・安心

6



（単位　百万円）

資料番号
（右下の番号）

15

16

17

18

19

20

21

22

主な事業内容 R4当初

◆県営住宅改善事業

【建築住宅課】

R3当初 新規 事業名（取組）

県営住宅の長寿命化と居住性の向上
　福島県県営住宅等長寿命化計画に基づき、耐久性
及び仕様水準を向上させる改善を実施し、良好な住宅
ストックを形成する 。

1,499 1,425

◆元気ふくしま、地域づくり・
   交流促進事業、
　 交付金事業（地域づくり）、
　 奥会津地域活性化
　 推進事業、
　ふくしまインフラツーリズム推
進事業

【まちづくり推進課】

○（一
部新
規）

1,298 1,430

◆交付金事業（街路）、
　 補助事業（街路）、
　 街路事業

【まちづくり推進課】

交流とにぎわいを支える街なかの道づくり
　良好な市街地形成を図るため、安全で円滑な交通や
潤いのある快適な歩行空間の確保など、多様な機能を
有する都市内道路の整備に取り組む。

地域資源を活かした地域づくり
　地域団体・住民や市町村と連携し、地域資源を活用
した地域活性化のための仕掛けづくりや魅力ある地域
づくりなどをｿﾌﾄ･ﾊｰﾄﾞ両面から支援する。
  また、健康長寿ふくしまを目指し、健康増進に結びつ
く事業を展開する。

499 460

道路の適正な維持管理による安全・安心の確保
　道路の適正な維持管理により、県民の安全・安心を
確保する。

◆補助事業（道路）
　 など

【道路管理課】
【河川整備課】
【砂防課】
【港湾課】
【空港施設室】

◆道路維持補修事業
 　など

【道路管理課】

◆生活基盤緊急改善事業

【土木企画課】

将来を見据えたインフラ老朽化対策
　将来を見据えた重要インフラの長寿命化を推進す
る。

10,357 7,030

22,614 21,617

◆道路橋りょう改良事業
　 （県単）、
　 道路維持補修事業、
　 河川海岸維持管理事業

【道路管理課】
【河川整備課】

河川・海岸などの適正な維持管理による
安全・安心の確保
　適正な維持管理により、洪水・土砂崩れなどによる災
害の発生を未然に防止する。

12,549 11,909

◆河川海岸維持管理事業
　 などによる適正な公共
　 施設の維持管理

【河川整備課】
【砂防課】
【港湾課】
【空港施設室】

1,571

戦略的な維持管理に向けた取組
　道路施設における維持管理の効率化及びコスト縮減
を推進する。
　また、良好な河川環境を維持するため、効率的・効果
的に河川堤防等の維持管理を実施する。

947 1,021

（４）地方創生・にぎわい創出・健康

地域に密着した生活基盤の改善
　地域の生活に密着した公共土木施設のうち緊急的
に対応が必要なものや、新たなニーズに対して、迅速
かつ的確に対応し、生活環境の安全性や快適性、利
便性のより一層の向上、交流拡大を図る。

1,771

7



（単位　百万円）

資料番号
（右下の番号）

23

24

25

26

27

28

29

30

建築文化の情報発信
　県内の魅力的な建築物の情報を、関係団体等と連
携しながら、分かりやすく発信する。建築物を「知る」
「見る」ことにより認知度・関心・興味の向上を図り、将
来の担い手育成・確保に繋げる。

8 － 〇
◆ふくしま建築文化発信事業

【建築住宅課】

空き家を活用した地域の活性化・復興の推進
　空き家対策を効果的に推進するとともに、被災者等
の住宅再建、移住定住・二地域居住の促進、新婚・子
育て世帯の居住の安定を図るため、空き家の改修等
に対し、補助する。

146 146

◆「住んでふくしま」空き家
　 対策総合支援事業

【建築指導課】

多世代が同居・近居できる住まいづくりの推進
　多世代同居・近居による子育て環境や高齢者見守り
の充実等を図るため、親世帯と子ども世帯が同居・近
居するための住宅取得やリフォームに対し、補助する。

77 80

◆福島県多世代同居・近居
   推進事業

【建築指導課】

◆来て ふくしま
 　体験住宅提供事業

【建築住宅課】

◆来て ふくしま
　 住宅取得支援事業

【建築指導課】

若者等への体験住宅の提供
　関係人口の創出・拡大等を図るため、若者等を対象
に、福島体験のための滞在住宅として、県営住宅の空
き住戸を一定期間提供する。

9 12

移住・定住者への住宅取得の支援
　良質な住宅を取得する県外から県内への移住者に
対し、市町村が主体となって行う住宅取得支援事業
に、若年世帯や子育て世帯への移住加算を含め、補
助する。

61 51

◆省エネ・再エネ
　建築技術集積事業

【営繕課】

地域産業を活かした住宅取得の支援
　森林環境の保全、循環型社会の形成を図るため、県
内の大工・工務店と県産木材を活用して住宅を建築し
た建築主に対して、県産木材の使用量に応じて県産
品等と交換可能なポイントを交付する。

53 53

－ ○

◆ふくしまの未来を育む
　 森と住まいのポイント事業

【建築指導課】

県有建築物等のＺＥＢ化導入促進
　既存建築物のZEB化に関する建築技術をまとめた
「ふくしまZEB化ガイドライン（改修編）」を策定し、既存
建築物のZEB化を推進する。また、市町村や民間施設
におけるZEB化を促進するため、説明会を開催するな
ど、普及・促進に努める。

19 12

◆ふくしま木造化・木質化推進
事業

【営繕課】

県有建築物等の木造化・木質化の促進
　木材の利用による快適な生活空間の整備と「福島県
2050年カーボンニュートラル宣言」の実現に向け、建
築設計ガイドラインを策定し、県有建築物はもとより市
町村・民間事業者の中大規模建築物の木造化・木質
化を促進する。

21

事業名（取組）新規R3当初

（５）環境・再生可能エネルギー

主な事業内容 R4当初

8



（単位　百万円）

資料番号
（右下の番号）

31

32

33

34

35

36

37

38

健康増進や地域振興のための自転車利活用促進に
向けた取組
　自転車の活用推進による県民の健康づくりと地域の
観光振興を図るため、サイクルルートの発掘・広報及び
サイクリング環境の整備を実施する。

271 328

◆自転車の活用による
　 健康づくり推進事業など

【道路整備課】

主な事業内容 R4当初 R3当初 新規 事業名（取組）

省エネルギー住宅への改修の促進
　住宅の省エネルギー化や高齢者等の健康増進等を
図るため、既存戸建て住宅の断熱改修工事に対し、補
助する。

110 110

◆福島県省エネルギー
　 住宅改修補助事業

【建築指導課】

カーボンニュートラルポート(ＣＮＰ)形成への取組
　2050年のカーボンニュートラル社会の実現に向け、
次世代エネルギー受入環境の整備や脱炭素化に配慮
した港湾機能の高度化など、具体的な取組み方針等
を策定する。

21 － ○

◆交付金事業（港湾）
  
 

【港湾課】

汚水処理施設の広域化・共同化の推進
　下水道や農業集落排水などの市町村が管理する汚
水処理施設の運営をより効率的なものとするため、行
政界や汚水処理事業の枠を超えた広域化・共同化を
支援する。

10 9

都市公園におけるLED照明の導入促進
　都市公園における園路灯等の照明をＬＥＤ化する。

56 － ○

地域間の連携・交流を支え地域力を高める
道づくり
　地域間の連携交流を支える道路の整備等により、地
域の活力や安全・安心の向上を図る。

9,874 7,070

漁港の整備による水産業の支援
　漁港施設の耐震・耐津波・耐波浪対策の実施や、漁
港の利活用に資する舗装を行うことで、安全性の向上
や漁業活動の効率化による水産業の支援を行う。

392 136

港湾の整備と利用の促進
　防波堤の延伸や荷役機械の更新など港湾施設を整
備することにより、港湾地域の活性化を図り、地域産業
の発展を支援する。

789 1,300

◆交付金事業（道路）、
　 補助事業（道路）

【高速道路室】
【道路管理課】
【道路整備課】

◆下水道広域化推進
   総合事業

【下水道課】

◆都市公園園路灯等LED更新
事業

【まちづくり推進課】

◆補助事業（漁港）
◆交付金事業（漁港）

【港湾課】

◆交付金事業（港湾）、
   小名浜港荷役機械建造
   事業、
   小名浜港ふ頭埋立造成
   事業
  
 
　
【港湾課】

（６）産業振興

9



（単位　百万円）

資料番号
（右下の番号）

39

40

41

42

◆空港整備事業（補助）

【空港施設室】

福島空港における滑走路端安全区域（RESA）の
拡張整備
　国内基準の改定に伴い、安全基準未達成となっ
ている滑走路端安全区域（RESA）の整備を実施す
る。

300 155

R4当初 R3当初 新規 事業名（取組）主な事業内容

外航クルーズ船の寄港に向けた受入施設整備
　外航クルーズ船の寄港による訪日外国人旅行者
の受入を推進することで、地域振興を支援する。

126 284
◆交付金事業（港湾）

【港湾課】

活力ある建設業への取組
　建設業に関連する産学官が連携し、企業の安定
経営、環境改善、広報それぞれの視点から、現状
の課題解決へ向け有効な取組の検討及び実施を重
ね、更なる建設業の振興を図る。

17 9
○

（一部
新規）

◆福島県建設業振興事業

【建設産業室】

建設DX推進事業
　新型感染症と共存し、経済活動に直結するインフラ
の整備、サービス水準を維持するため、従来の対面主
義にとらわれずデジタル技術を活用し、業務そのもの
やプロセス、働き方を効率化することを目的とする。
　目的の達成のため、デジタル技術の理解醸成と人材
育成を図る実践的な講習会や技術的支援に取り組
み、より早く良質な公共インフラの提供体制を構築す
る。

7 8
◆建設DX推進事業

【技術管理課】

（７）持続可能な建設産業

10
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（単位：百万円）

事　　業　　名
区
分

担当課 事　業　概　要 事業費

ふくしま復興再生道路
整備事業

継
続

道路整備課
　避難解除等区域の復興を周辺地域から支援す
るため、広域的な物流や地域医療、産業再生を
支える８路線を整備する。

15,194

緊急現道対策事業
継
続

道路管理課
　原発事故に起因する迂回交通や復興事業等に
より交通量が増加している路線において、緊急
的な現道対策を実施する。

350

原子力災害被災地域
道路整備事業

継
続

道路整備課
　避難地域の復興と帰還や移住の促進に向けた
環境整備を改善するため道路改良や歩道整備
をする。

5,011

復興拠点へのアクセ
ス道路整備事業

継
続

道路整備課
　避難地域の復興と帰還促進に向けた環境整備
として復興拠点へのアクセス道路を整備する。

1,211

復興祈念公園整備事
業

継
続

まちづくり推進課
　東日本大震災の犠牲者への追悼と鎮魂等を目
的とした復興祈念公園を整備する。

959

応急仮設住宅維持管
理事業

継
続

建築住宅課

　応急仮設住宅を適切に管理するため、入居者
や市町村からの修繕要望に対する修繕や、市町
村が管理する応急仮設住宅の集会所等の光熱
水費を補助する。

9

復興公営住宅整備促
進事業

継
続

建築住宅課

　原子力災害により避難の継続を余儀なくされて
いる方々の居住の安定を確保するため、県が復
興公営住宅を整備する。
　第二次福島県復興公営住宅整備計画（平成２
５年１２月策定）に基づき、県営と市町村営を合
わせて全体で4,890戸を整備する。

5,420

復興公営住宅入居支
援事業

継
続

建築住宅課

　復興公営住宅の入居対象者は、原子力災害に
よる避難指示を受けた方であり、いまだ３万人余
の方が県内外への避難を余儀なくされている。こ
れらの方々から県内帰還に向けた問い合わせ等
への対応及び募集・選定業務を円滑かつ適正に
執行するため、本業務を委託するもの。

30

３　安全・安心な暮らしプロジェクト

　　福島県総合計画に掲げる「８つの重点プロジェクト」を推進する事業（重点事業）
のうち、土木部事業は以下のとおり。

１　避難地域等復興加速化プロジェクト

４ 令和４年度 重点プロジェクトを推進する事業（重点事業）
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（単位：百万円）

事　　業　　名
区
分

担当課 事　業　概　要 事業費

帰還者向け災害公営
住宅等整備促進事業

継
続

建築住宅課

　双葉町からの要請に応じて、双葉駅西側地区
の特定復興再生拠点区域内に町営の帰還者向
け災害公営住宅及び新規転入者向け福島再生
賃貸住宅を県が代行で整備する。

3,212

直轄道路整備事業
継
続

道路計画課
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するた
め、本県の基幹的な道路の整備を促進する。

8,627

会津縦貫道整備事業
継
続

高速道路室
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するた
め、本県の骨格をなす基幹的な道路（会津縦貫
道）を整備する。

1,777

地域連携道路等整備
事業

継
続

道路整備課

　浜通りと中通り・会津との東西の広域的なネット
ワークの強化を図るとともに、災害に強い道路
ネットワーク構築を実現するため、地域連携道路
等を整備する。

3,191

公共災害復旧費（再
生・復興）

継
続

河川整備課
　東日本大震災により被害を受けた公共土木施
設を復旧し、地域の安全安心を確保する。

1,189

震災伝承活動推進事
業

継
続

土木企画課

　県民の防災意識を醸成するため、東日本大震
災の風評払拭・風化防止や防災力の強化に県と
して効果的・効率的に取り組むことが重要である
ことから、震災伝承の広報等（Web、機関誌、メル
マガ、オンラインセミナー等）を行う（一財）3.11伝
承ロード推進機構に対して、費用の一部を負担
する。

2

橋梁耐震補強事業
継
続

道路管理課
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するた
め、橋梁の耐震補強を進め、防災機能の強化を
図る。

2,109

災害防除事業（落石
対策等）

継
続

道路管理課
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するた
め、落石対策等を進め、防災機能の強化を図
る。

2,810
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（単位：百万円）

事　　業　　名
区
分

担当課 事　業　概　要 事業費

自転車の活用による
健康づくり推進事業

継
続

道路整備課

　自転車走行環境について、県内を統一的な考
えで整備を進めるため整備ガイドラインを作成す
る。また、広域的サイクリングルートを活用した、
健康づくりや観光促進をテーマにしたワーク
ショップを開催し、サイクリング環境を維持してい
く体制を構築する。

16

歩いて走って健康づく
り支援事業

継
続

道路整備課

　既存の道路を利用し、観光周遊のために設定
されたサイクリングコースについて、自転車の活
用による地域活性化を目指したサイクルツーリズ
ムを推進するため、路面表示や案内標識の整備
による自転車走行環境づくりを実施する。

150

福島県多世代・同居
近居推進事業

継
続

建築指導課

　子育て環境や高齢者の見守りの充実等を図る
ため、親世帯と子ども世帯が同居・近居するため
の住宅取得やリフォームに対し、補助金を交付
する。

77

福島県建築物耐震化
促進事業

継
続

建築指導課

　法により耐震診断が義務付けられた大規模建
築物や防災拠点等の耐震化を促進するため、事
業者が行う耐震設計・改修費用の一部を負担す
る市町村に対し、補助金を交付する。

92

木造住宅等耐震化支
援事業

継
続

建築指導課

　災害に強く、安全・安心なまちづくりを推進する
ため、木造戸建て住宅の耐震診断、耐震改修・
建替及びブロック塀等の耐震改修等に取り組む
市町村に対し、補助金を交付する。

27

福島県省エネルギー
住宅改修補助事業

継
続

建築指導課
　住宅の省エネルギー化や高齢者の健康維持等
を図るため、戸建住宅の断熱改修工事に対し、
補助金を交付する。

110

ふくしまの未来を育む
森と住まいのポイント
事業

継
続

建築指導課

　森林環境の保全、地域経済の循環を促進する
ため、県産木材及び地元工務店を活用した住宅
取得に対して、県産品等と交換可能なポイントを
交付する。

53

都市公園園路灯等
LED更新事業

新
規

まちづくり推進課
都市公園における園路灯等の照明をＬＥＤ化す
る。

56

５　輝く人づくりプロジェクト

６　豊かなまちづくりプロジェクト
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（単位：百万円）

事　　業　　名
区
分

担当課 事　業　概　要 事業費

建設ＤＸ推進事業
継
続

技術管理課

　建設工事の業務そのものを、デジタル技術の
活用によって生産性の向上と建設工事関係者の
働き方を改革し、早く良好な品質の公共インフラ
を県民に提供するため、デジタル技術を活用でき
る人材育成講習会や補助、専門家によるデジタ
ル技術の活用支援を実施する。

7

福島県建設業振興事
業

一
部
新
規

建設産業室

　建設業に関連する産学官が連携し、企業の安
定経営、環境改善、広報それぞれの視点から、
現状の課題解決へ向け有効な取組の検討及び
実施を重ね更なる建設業振興を図る。

17

ふくしまインフラツーリ
ズム推進事業

新
規

まちづくり推進課
既存インフラを観光資源と捉え、地域観光と結び
つけたインフラツーリズムを推進し、県内の観光
交流人口の拡大を促進する。

12

元気ふくしま、地域づ
くり・交流促進事業

継
続

まちづくり推進課
地域資源の活用により地域活性化を図るため、
ソフト・ハード両面から地域づくりを支援し、交流
人口の拡大を図る。

320

奥会津地域活性化推
進事業

継
続

まちづくり推進課

　奥会津地域において、只見線やその沿線の豊
かな自然景観、地域観光と土木構造物を連携し
たインフラツアーを定着させ、奥会津地域の活性
化（交流人口の拡大）を図る。

32

来てふくしま体験住宅
提供事業

継
続

建築住宅課

　本県の関係人口の創出拡大や将来的な県内
への移住・定住を促進することを目的に、若者等
を対象に福島体験のための滞在住宅として県営
住宅の空き住戸を一定期間提供する。

9

「住んでふくしま」空き
家対策総合支援事業

継
続

建築指導課

　空き家対策を効果的に推進するとともに、被災
者等の住宅再建、移住・二地域居住の促進及び
新婚・子育て世帯の居住の安定を図るため、被
災者、県外からの移住者、県内子育て世帯等が
行う空き家の状況調査及び改修等に対し、補助
金を交付する。

146

来て ふくしま 住宅取
得支援事業

継
続

建築指導課

　本県への移住の促進と地域の活性化を促進す
るため、県外からの移住者が行う良質な住宅取
得への支援及び地域の特性に応じたまちづくり
に取り組む市町村に対し、補助金を交付する。

61

８　魅力発信・交流促進プロジェクト

７　しごとづくりプロジェクト
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【一般会計】 （単位：千円、％）

令和４年度
当初予算案額（Ａ）

令和３年度
当初予算額（B）

増減額（Ａ－Ｂ） 比較（Ａ/Ｂ*100)

復興・創生事業

1,990,761 2,118,315 △ 127,554 94.0

31,226,433 21,414,798 9,811,635 145.8

1,188,900 2,449,782 △ 1,260,882 48.5

普 通 建 設 事 業 費 0 0 0 0.0

災 害 復 旧 事 業 費 1,188,900 2,449,782 △ 1,260,882 48.5

国 直 轄 事 業 負 担 金 0 0 0 0.0

30,037,533 18,965,016 11,072,517 158.4

33,217,194 23,533,113 9,684,081 141.2

30,037,533 18,965,016 11,072,517 158.4

通常事業

12,630,033 13,508,775 △ 878,742 93.5

127,842,979 127,820,663 22,316 100.0

40,586,804 46,695,291 △ 6,108,487 86.9

普 通 建 設 事 業 費 20,226,300 16,170,447 4,055,853 125.1

災 害 復 旧 事 業 費 4,519,378 15,687,849 △ 11,168,471 28.8

国 直 轄 事 業 負 担 金 15,841,126 14,836,995 1,004,131 106.8

39,471,771 39,901,868 △ 430,097 98.9

47,784,404 41,223,504 6,560,900 115.9

8,250,439 8,453,602 △ 203,163 97.6

148,723,451 149,783,040 △ 1,059,589 99.3

107,482,475 97,295,819 10,186,656 110.5

合計（復興・創生事業＋通常事業）

14,620,794 15,627,090 △ 1,006,296 93.6

159,069,412 149,235,461 9,833,951 106.6

41,775,704 49,145,073 △ 7,369,369 85.0

普 通 建 設 事 業 費 20,226,300 16,170,447 4,055,853 125.1

災 害 復 旧 事 業 費 5,708,278 18,137,631 △ 12,429,353 31.5

国 直 轄 事 業 負 担 金 15,841,126 14,836,995 1,004,131 106.8

69,509,304 58,866,884 10,642,420 118.1

47,784,404 41,223,504 6,560,900 115.9

8,250,439 8,453,602 △ 203,163 97.6

181,940,645 173,316,153 8,624,492 105.0

137,520,008 116,260,835 21,259,173 118.3

【特別会計】

3,300,000 3,300,000 0 100.0

3,560,342 4,182,180 △ 621,838 85.1

(789,700) (1,205,400) (△415,700) (65.5)

(2,770,642) (2,976,780) (△206,138) (93.1)

0 0 0 -

(0) (0) (0) -

(0) (0) (0) -

6,860,342 7,482,180 △ 621,838 91.7

【事業会計】

11,209,628 11,503,220 △ 293,592 97.4

(8,093,037) (8,213,539) (△120,502) 98.5

(3,116,591) (3,289,681) (△173,090) 94.7

11,209,628 11,503,220 △ 293,592 97.4

【一般会計＋特別会計＋事業会計】

200,010,615 192,301,553 7,709,062 104.0

県 単 公 共

一 般 事 業 費

土 地 取 得 事 業 特 別 会 計

公 共 事 業 費

公共事業費計（災害復旧事業費及び国直轄事業負担金を除く）

合                                    　　計

一 般 公 共

維 持 補 修 費

合    計

義 務 的 経 費

流 域 下 水 道 事 業 特 別 会 計

県 単 公 共

（ 公 共 事 業 費 ）

（ 一 般 事 業 費 ）

合                                    　　計

流 域 下 水 道 事 業 会 計

合    計

（ 流 域 下 水 道 事 業 費 用 ）

公共事業費計（災害復旧事業費及び国直轄事業負担金を除く）

一 般 事 業 費

合                                    　　計

県 単 公 共

義 務 的 経 費

公 共 事 業 費

一 般 公 共

（ 資 本 的 支 出 ）

一 般 公 共

合    計

維 持 補 修 費

公 共 事 業 費

一 般 事 業 費

公共事業費計（災害復旧事業費及び国直轄事業負担金を除く）

（ 一 般 事 業 費 ）

（ 公 共 事 業 費 ）

港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計

（１） 令和４年度 土木部当初予算集計表

５ 資料編
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